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「指定就労継続支援（B 型） 重要事項説明書」 
  
あなたに対する就労継続支援（B 型）サービス提供開始にあたり、厚生労働

省令に基づいて当事業所があなたに説明すべき内容は次の通りです。 
  
１． サービスを提供する事業者 
名  称 社会福祉法人 京都老人福祉協会 
所 在 地 京都府京都市伏見区深草大亀谷東古御香町 59-60 
電話番号  ０７５―６４１―６６２５ 
代表者氏名 理事長 馬場 協一郎 
設立年月  昭和３２年７月１５日 
 
２． 利用施設 
事業所の種類 指定就労継続支援（B 型）事業所  

平成２９年３月１日指定     
事業所の名称 
（事業所番号） 

ワークパートナー ＹＵＩ 
（２６１０９８１５８７） 

事業所の所在地 京都府京都市伏見区深草大亀谷東古御香町 59-60 
連 絡 先 電話番号 ０７５－６４６－１７４１ 

ファックス ０７５－６４５－６５５１ 

管 理 者 國井 幹正 
サービス管理責任者 鶴 倭樺 井手 好子 
サービスの実施地域 京都市伏見区 

主たる対象者 ・身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者・難病等対象者 

定   員 15 名 
開設年月日 平成２９年３月１日 

 
３．サービスの目的・運営方針 
目 的 確認書及び利用契約書の締結をし、通所による就労の機会の提供をすると

ともに、一般就労に向けた知識、能力が高まった者について、一般就労へ

の移行に向けて支援します。 

運営方針 関係法令を遵守し、他の社会資源との連携を図った適正且つきめの細かな

就労継続支援（B 型）のサービス提供をします。 

 
４． サービスに係る施設・設備等の概要 
 当事業所の施設設備の概要は以下のとおりです。 
  ・訓練室・作業室  １部屋 
  ・相談室   １部屋 
  ・洗面施設  １部屋 
  ・便所   １部屋 
 
当事業所では、厚生労働省の定める指定基準を遵守し以上の施設・設備を設

置しています。 
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５． サービス提供職員の設置状況 
職 種 員数 常 勤 その他職員 

 専従 兼務 専従 兼務 
管理者 1  1   
サービス管理責任者 1  1   
職業指導員 3 1  2  
生活支援員 1 1    
目標工賃達成指

導員 
1 1    

当事業所では、厚生労働省の定める指定基準を遵守し指定障害福祉サービス

を提供する職員として、上記の職種の職員を配置しています。 
※ 常勤換算とは・・ 

職員それぞれの週あたりの勤務延べ時間数の総数を当事業所における常勤

職員の所定勤務時間数（例：週 40 時間）で除した数です。 
(ア) 各職種の勤務体系 

管理者  ：勤務時間（８時３０分～１７時３０分） 
サービス管理責任者 ：勤務時間（８時３０分～１７時３０分） 
職業指導員 ：勤務時間（８時３０分～１７時３０分） 
生活支援員 ：勤務時間（８時３０分～１７時３０分） 
（ただし、早出・行事・イベント時はこのかぎりではない） 

サービス提供日とサービス提供時間 

月曜日～土曜日（年末年始休業） 

 サービス提供時間 ：９時～１７時 

※ただし、行事・イベント時はこのかぎりではない 行事・イベント日

時にあわせる 

(イ) 交通費 
上限 1 万までとする。（但し、各市町村の助成金制度に準ずる） 

 
 
６． サービス提供の内容 
（１）訓練等給付費対象サービス内容 

サービスの種類 サービスの内容 
相談及び援助 利用者及びその家族が希望する生活や利用者の心身の状況等を把握し、

適切な相談、助言、援助等を行います。 
訓 練 一般就労に必要な知識、能力の向上のための必要な訓練を行います。ま

たその他の便宜を適切かつ効果的に行います。 

実習及び求職活

動等の支援 
公共職業安定所、障害者就労・生活支援センター等の関係機関と連携を

取りながら職場実習の実施や、求職活動の支援の実施、職場定着の為の

支援を行います。 
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生産活動 生産活動の機会を提供します。 

①清掃業務等②喫茶業務③食品加工・菓子製造④軽作業等⑤農園業全般

⑥洗濯業務⑦厨房業務⑧在宅業務 

<賃金の支払> 

上記生産活動における事業収入から必要経費を差し引いた額に相当する

金額を賃金として、生産活動に従事している利用者に支払います。 

（２）訓練等給付費対象外サービス内容 
サービスの種類 サービスの内容 金 額 

食事サービス 食事の提供をします。       
食事時間  昼休憩時間内 

 
400 円 

生産活動等 生産活動を行う上でかかる費用で、負担して頂くことが

適当であるものに係る費用を頂きます。 
 

実費 

就労に向けての

支援に必要な諸

経費 

就労や実習に向けての支援のうち負担して頂くことが適

当であるものに係る費用を頂きます。 
 

実費 

日常生活上必要と

なる諸経費 
利用者の日常生活品の購入代金等や日常生活に要する費

用で、負担して頂くことが適当であるものに関わる費用

をいただきます。 
① 日用品費  ②保健衛生費 ③教養娯楽費 

 
実費 

その他 ・サービス提供記録等の複写代 
・証明書諸書類の発行代 
・その他 

 
実費 

<サービスの概要> 
全てのサービスは、「個別支援計画」に基づいて行われます。本事業所のサー

ビス管理責任者が作成し、利用者の同意をいただきます。尚「個別支援計画」

の写しは利用者に交付いたします。 
７．利用料金 
（１）訓練等給付費対象サービス内容の料金 

利用者は、訓練等給付費対象サービス内容の料金（厚生労働大臣の定める

額。但し軽減等の適応あり）の所定の利用者負担額を支払います。但し、訓練

等給付費等について、事業者が市町から代理受領をした場合は、利用者は直接

支払う必要はありません。 
 

（２）訓練等給付費対象外サービス内容の料金 
事業者は利用者が訓練等給付費対象外サービス内容を受ける場合は料金

を請求します。 
上記「６．サービス提供の内容（２）訓練等給付費対象外サービス内容」

の項目をご参照ください。 
 
 



4 

（３）利用料金のお支払方法 
前記（１）（２）の料金は１ヶ月ごとに計算し、ご請求しますので、利用

翌月までに以下のいずれかの方法でお支払い下さい。 
 
ア． 金融機関口座からの自動引き落としは毎月 26 日（金融機関休業日

の場合は翌営業日） 
イ． 下記指定口座への振込み 

     京都銀行  墨染支店  普通預金 3902875 
     名義  社会福祉法人京都老人福祉協会 

 
８．利用者の記録及び情報の管理等 
（１）事業者は、法令に基づいて利用者の記録及び情報を適切に管理し、利用

者の求めに応じてその内容を開示します。また、記録及び情報について

は契約の終了後 5 年間保管します。 
（２）利用者の個人情報については、個人情報保護法にそった対応を行います。

但し、サービス提供を行う上での他事業所及び医療機関等との連絡調整

や市町及び関係機関に情報提供を要請された場合は利用者の同意（「個

人情報使用同意書」による）に基づき情報提供を致します。 
 
９．苦情の受付について 
（１）当施設における苦情の受付及びサービス利用のご相談 
     ○苦情担当受付窓口（担当）國井 幹正 
         
     ○受付時間 
        毎週月曜日～土曜日 ８：３０～１７：３０ 
（２） 

第三者委員 井上 幸夫（施設利用者家族会 元会長） 
電話番号 ０７５－６０１－５３９０ 
 
高橋 猛（地元代表（藤城）学区自治連合会長） 
電話番号 ０９０－４６４１－０７７７ 
 
田村 充子（あつこ）（地元代表（醍醐）学区社会福祉

協議会役員） 
電話番号 ０７５－５７１－４１８１ 
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各市町村福祉窓口  京都府社会福祉協議会（運営適正委員会） 
所在地 中京区竹屋町通烏丸東入る 
電話番号 ０７５－２５２－２４５０ 
受付時間 午前９：００～１７：００ 
 
京都市深草福祉事務所障害福祉障害保健福祉課 

所在地 伏見区深草向畑町３９－１ 深草総合庁舎内 
電話番号 ０７５－６４２－３１０１ 
受付時間 午前９：００～１７：００ 
 
伏見区役所保健福祉センター  障害保健福祉課 

所在地 京都市伏見区鷹匠町 39 番地の 2 
電話番号 ０７５－６１１－２３９２ 
受付時間 午前９：００～１７：００ 
 
伏見区役所醍醐支所保健福祉センター 障害保健福祉課 

所在地 京都市伏見区醍醐大構町２８ 
電話番号 ０７５－５７１－６３７２ 
受付時間 午前９：００～１７：００ 
 
 各利用者の担当地区の相談窓口（交付時記入）   
 
所在地  
電話番号  

受付時間  

.各ハローワーク職業相談窓口 
第三者評価の有無 実施状況         あり      なし 

実施した直近日   年   月   日 
実施した評価機関   
評価結果の開示状況 

 
１０．損害賠償保険への加入 
  当事業所は、万が一の事故発生時には、誠意をもって必要な措置を講じる

とともに、損害賠償義務の履行を確保するため、損害賠償保険に加入していま

す。 
１１．守秘義務（個人情報保護）について 
  当事業所及び職員は、サービスを提供するにあたり、知り得た利用者や家

族等の個人情報について、正当な理由がある場合を除き第三者に開示すること

はありません 
 
１２．身体拘束等適正化・人権擁護・虐待防止について 
  当事業所は、利用者の身体拘束等適正化・人権擁護・虐待防止の為に下記

の対策を講じる。 
① 身体拘束等適正化・人権擁護・虐待防止に関する責任者： 

管理者 國井 幹正 
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② 身体拘束等適正化委員会の設置 
③ 人権擁護・虐待防止委員会の設置  
④ 従業者に対する身体拘束等適正化・人権擁護・虐待防止を啓発・普及す

るための研修の実施     
 
１３．ハラスメント対策について 
  職場における性的または優越的関係を背景とした不適切な言動・

行動により職員の就業環境が害されることを防止するため、方針の明

確化、相談窓口の設置等の必要な措置を講じるものとする。 
 
 
１４．契約の終了について 
  当事業所は、「指定就労継続支援（B 型）事業所」利用契約書内

の第 14 条に準ずる。 
 
１５． 利用者負担額 
  （別紙）利用者負担額表を参照 
 
１６．附則 
 平成２９年３月１日作成   

 平成２９年４月１日改正   

 平成２９年６月１日改正   

 平成２９年１０月１日改正 

 平成３０年４月１日改正 

令和元年１０月１日改正 

令和２年４月１日改正 

令和２年８月 1 日改正 

 令和２年１０月 1日改正 

 令和３年４月 1 日改正 

    令和３年 10 月 1 日改正 

令和４年１０月１日改正 
 令和５年８月１日改正 
 令和５年１０月１日改正 
 令和６年４月１日改正 
 令和６年６月１日改正 
 令和７年９月１日改正 
 令和８年６月１日改正 
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令和  年  月  日 
 
指定障害者福祉サービス就労継続支援（B 型） ワークパートナーＹＵＩの

提供及び利用の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明・交付を行いまし

た。 
  
 
事業所名：ワークパートナーＹＵＩ 
説明者職名：             氏名        印 
 
 
 
私は、本書面に基づいて事業者から指定障害福祉サービス就労継続支援（B

型）ワークパートナーＹＵＩの提供及び利用について重要事項の説明を受け、

同意・受け取りました。 
  
利用者 
住   所：                              

 
  氏   名：              印 
 
 
 代理人 

住   所：                              
 

  氏   名：              印 
 （続   柄：          ） 
 
 
 
 
本書を２通作成し、利用者と事業者が各１通を保有するものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（別紙）利用者負担額表 
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○就労継続支援 B 型サービス費 
（平均工賃月額 4 万５千円以上）   746 単位/日 
（平均工賃月額３万５千円以上４万５千円未満） 717 単位/日 
（平均工賃月額３万以上３万５千円未満）  676 単位/日 
（平均工賃月額２万５千円以上３万未満）  660 単位/日 
（平均工賃月額２万円以上２万５千円未満）  637 単位/日 
（平均工賃月額１万５千円以上２万未満）  624 単位/日 
（平均工賃月額１万円以上１万５千円未満）  600 単位/日 
 
○福祉専門職員配置加算（Ⅰ）   15 単位/日 
○福祉専門職員配置加算（Ⅱ）   10 単位/日 
○福祉専門職員配置加算（Ⅲ）   6 単位/日 
 
○初回加算（※１）     30 単位/日 
○訪問支援特別加算  一時間未満  187 単位/日 
    一時間以上  280 単位/日 
○食事提供体制加算      30 単位/日 
〇送迎加算（Ⅰ）             （片道）21 単位/日 
〇送迎加算（Ⅱ）             （片道）10 単位/日 
〇欠席時対応加算                  94 単位/日 
〇目標工賃達成指導員配置加算   45 単位/日 
 
○福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 

１ヶ月につき所定単位（※２）×109/1000 単位を加算 
 
 
※（１）初回加算のみ、利用開始日から３０日間のみ加算 
 
※（２）所定単位とは、基本報酬及び各加算を算定した単位数の合計 
 
尚、各単位数変更が生じた場合、その都度別紙にてご案内いたします 
 


